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１　はじめに

（１）会社の概要
　　　　
　　　　○証券取引法の免許を受けた会社で制度金融（貸借取引）の担い手
　　　　
　　　　○証券関連融資や証券貸借を通して証券市場の機能発揮をバックアップ
　　　　
　　　　○東京（第１部）、大阪（第１部）の各証券取引所に上場
　　　　
　　　　○経常利益は、創立以来５０年余黒字を継続
　　　　
　　　　○資本金３５億円、株主資本２４０億円で、自己資本比率は高水準
　　　　
　　　　○役職員全体で約１００名の少数精鋭



(2)　信用取引と貸借取引

　　　　　①「信用取引」による売買高は６０兆円（２００１年）
　　　
　　　　　　〇株式の売買方法は現金取引と信用取引の２つ
　　　
　　　　　　〇三市場（東京、大阪、名古屋）全体の約１４％が信用取引
　　　
　　　　　　〇信用取引の利用は通常「売り」より「買い」が多く、「個人」が中心

　　　　②証券市場の流動性を高める「信用取引」
　
　　　　　　〇通常、３０の資金で１００の投資が可能
　
　　　　　　〇売買の活発化、流動性の向上に貢献

　　　　③「信用取引」をバックアップする「貸借取引」
　
　　　　　　三市場全体では、信用取引の「買い」については約５割
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「売り」については約８割を「貸借取引」でバックアップ



(3)　グループの概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大阪証券金融㈱
　貸借取引業務、一般貸付業務
　有価証券貸付業務等

㈱大証金ビルディング
　不動産の賃貸業務、リース業務等

大阪電子計算㈱
情報処理ｻｰﾋﾞｽ業務、ｿﾌﾄｳｪｱ開発
　業務、ＯＡ機器販売等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㈱だいこう証券ビジネス(東証・大証に上場)

名義書換代理人業務、株式名義書換取次
業務、有価証券配送・保管業務等

㈱ｵｰﾃﾞｨｰｹｲ情報ｼｽﾃﾑ
　商品先物取引に関する情報処理
　　ｻｰﾋﾞｽ業務

㈱だいこうエンタープライズ
　不動産の賃貸・管理業務

（連結子会社）

（持分法適用会社）

３０％

２０％

１００％

５０％

30.95%

４％



２　平成13年度決算の概要

（１）　決算の推移（連結、単体）

営業収益 経常利益 当期純利益 営業収益 経常利益 当期純利益

平成　　９ ━ ━ ━ 8,039 665 310

10 6,999 991 530 6,536 851 412

11 8,814 917 482 4,312 1,026 580

12 8,591 183 347 3,761 286 307

13 9,510 △83 △14 4,580 138 150

　　(注）　金額は単位未満切捨て

（単位：百万円）

連  　　結 単　　  体
年  度



(2)　関係会社の決算状況

年　度

売上高 経常利益当期利益 売上高 経常利益当期利益 売上高 経常利益当期利益 売上高 経常利益当期利益 売上高 経常利益当期利益

平成　９ 569 △0 △1 2,222 106 6 9,781 1,833 626 ━ ━ ━ 346 84 84

10 590 48 23 2,540 153 8 9,280 1,557 442 35 △32 △32 346 79 64

11 655 87 48 3,036 33 11 9,253 1,185 634 1,889 △205 △205 316 41 24

12 754 59 32 3,041 △21 △20 10,042 1,642 762 2,298 △392 △397 318 54 31

13 741 102 59 3,314 333 183 10,520 1,156 191 2,033 △568 △568 315 41 24

（注）１．㈱オーディーケイ情報システムは平成１０年７月設立、平成１３年度に連結子会社から持分法適用会社に移行
　　　２．㈱だいこうエンタープライズは平成１３年度より持分法適用

㈱大証金ビルディング

連　結　子　会　社 持　分　法　適　用　会　社

㈱だいこう証券ビジネス

（単位：百万円）

㈱ｵｰﾃﾞｨｰｹｲ情報ｼｽﾃﾑ大阪電子計算㈱ ㈱だいこうｴﾝﾀー ﾌ゚ﾗｲｽ゙



３　最近の収益動向

（１）平成１３年度決算の特色

　①資金運用残高、利鞘収入ー残高増、収入減

（注）年度ベース、平残ベース

（単位：運用残高は億円、利鞘収入は百万円）
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 ②利回り、利鞘の推移ー低金利下、利鞘は縮小

（注）年度ベース

（単位：％）
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　③資金調達残高ーレポ調達のウエート増大

（注）年度ベース、平残ベース

                                        （単位：億円）
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④資金運用残高ーレポ運用の大幅増

（注）年度ベース、平残ベース

（単位：億円）

741
396

115
326

354

376

511 1,454
107

683

856

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

9 10 11 12 13

預金･有価証券
ｺｰﾙﾛｰﾝ
証券レポ
顧客貸付
証券会社向け貸付
貸借融資

平成

3,181

2,749

4,148

2,846

2,075



⑤主要資産別運用収益の推移ー運用利回り低下の影響大

ⅰ 制　度  金　融　等 1,622 1,214 851 799 350

　（貸　借　融　資） (573) (339) (714) (587) (255)

　（証券会社向け貸付） (1,049) (875) (137) (212) ( 95)

ⅱ 顧  客　貸　付 1,839 1,502 1,384 1,312 1,192

ⅲ 証　券　レ　ポ ━ ━ 353 541 507

コ ー ル ロ ー ン ━ 243 373 26 ━

ⅳ 預金・有価証券 218 148 448 297 326

合　        　　計 3,680 3,110 3,412 2,977 2,377

（注）１．運用収益はグロスベース
　　　２．年度ベース

13
(単位：百万円）

平成　9 10 11 12



年　　度 金利ゼロ資金（A) 平均調達利回り(B) （A)×（B)

平成 （億円） （％） （百万円）

９ 449 0.754 339

１０ 359 0.559 201

１１ 397 0.164 65

１２ 419 0.338 142

１３ 391 0.077 30

（注）金利ゼロ資金は自己資金、貸株代り金、貸借担保金

⑥金利ゼロ資金と収益ー収益貢献度は低下



⑦有価証券貸付料の推移ー貸借取引貸株が著増
（単位：百万円）

年　度 平成　　9 10 11 12 13

貸借取引 118 92 13 37 127

(グロスベース） (3,847) (1,807) (347) (656) (1,962)

一般貸株 104 93 152 107 119

債券貸借 104 139 103 30 34

合　　　計 326 324 269 175 283

(注）ネットベース（貸付料ー借入料）



⑧一般管理費の内訳ー減価償却費の増加

（注）年度ベース

（単位：百万円）
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 ⑨ 特別損失の推移ー株価低迷の影響大
単位：百万円

平成　９ 10 11 12 13

有価証券評価損 35 247 59

投資有価証券売却損 4 9 179

投資有価証券評価損 31 22 53

投資信託解約損 65

その他の投資評価損 78

退職給付費用 101 48

過年度役員退職慰労引当金繰入 98

合　　　計 40 288 158 123 426
（注）年度ベース



(2)主要運用残高等の推移

　①貸借取引融資残高

（注）年度ベース、平残ベース
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②証券会社向け貸付残高

（注）１．年度ベース、平残ベース
　　　２．特例適用貸付は東証非取引参加資格証券会社（地場証券会社）の信用取引関係需資対応の貸付

（単位：億円）
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④　証券レポ残高

（注）年度ベース、平残ベース

（単位：億円）
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⑤　預金・有価証券残高

（注）１．有価証券は株式を除く
　　　２．年度ベース、平残ベース

（単位：億円）
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⑥貸借取引貸株残高

（注）年度ベース、平残ベース
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⑦　一般貸株残高、債券貸借残高

（注）年度ベース、平残ベース

一般貸株残高の推移
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４．経営指標の状況

　（１）健全性チェックリスト（平成１４年３月末）
■格　付
　　短期債　a －－－－1111　　　　………[格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）]

　　　　　　J －－－－1111　　　　………[日本格付研究所（ＪＣＲ）]

　　長期債　A －－－－ 　　　　………[格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）]
■自己資本比率
　 (1) 銀行ベース（ＢＩＳ基準）

自己資本額 249億円
リスクアセット額 2,154億円

＝11.6％

＜参考＞
●国際統一基準行連結ベース平均　　　11.1%

(平成13年9月末現在）
●国内基準行単体ベース平均　　　8.8%

(平成13年9月末現在）

(2)　証券会社ベース（証券取引法）

自己資本額 124億円
リスク相当額 19億円 ＝631.0％

＜参考＞
●東証取引参加資格証券会社(113社)平均　 　553.9%

(平成14年3月末現在）

■貸出不良債権

実質破綻債権 480百万円 (0.62%)

破綻懸念債権 79百万円
　 　

要注意債権 80百万円

　　合計 639百万円

・各債権額はいずれも担保評価額を控除後
・実質破綻債権は個別引当済
・破綻懸念債権は債権額の70%を個別引当済
・要注意債権は必要に応じ、債権額の15%を個別引当済
・（　　　）内は貸付金総額（76,277百万円）に対する割合

　
　

(0.10%)

(0.10%)

(0.83%)

＜参考＞
●全国銀行（136行）平均 　 　4.5%

（平成13年9月末現在）

　金融庁が発表したリスク管理債権総額のうち破綻先債権
　と延滞債権の合計を貸出金総額で除して算出



10 11 12 13

％

2.4 1.3 0.6
倍

27.1 27.7 50.7
倍

0.64 0.34 0.31
円

14.51 7.68 3.76
円

％

円

安値 190 160 220 178 172

（注） 1（　　　）は連結ベース
 　 　 2　1株当たり当期利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出
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（２）収益性関連指標の推移

（ＰＥＲ）

（ＰＢＲ）

年　　　　　度

株主資本利益率 （ＲＯＥ）

株価純資産倍率

株価収益率

平成    9

8.00

(12.05)

479 450

2.04

299
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(32.6)
1.3
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高値
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1.7

25.1

0.43
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0.45

(0.49)

(1.5)

3.14

(0.23)

(△0.37)

（　━　）

267

(1.1)

(24.4)

(0.26)

(8.71)

6.00

2.81
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(△0.0)

6.00



（３）経営の目標

　　　基本目標

　　　（１）株主に：高いリターンの実現

　　　（２）顧客に：ニーズへの対応、サービスの向上

　　　（３）従業員に：「やる気」に応える職場の提供

　　　役職員の行動指針

　　　　　 ニーズ！　スピード！　チャレンジ！

目標とする経営指標（中期経営計画＜平成１２年度～１４年度＞

（１）R　O　E…………平成１５年３月期において３％以上、以後毎年０．５ポイント以上伸ばす
（２）配　　当…………年６円の安定配当、業績好調時には配当性向３０％を下限に増配
（３）自己資本比率… BIS基準、証取法基準とともに高水準維持
（４）格　　付…………高格付の取得、維持



（４）主要施策の展開

　　　　　　　　経営戦略の方向

・ リスク管理態勢の整備（平成１２．４）

・ OSF カスタネットの拡充、大証 WAN との提携

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４．３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大証金

効 率 化

広域展開

地元深耕

・ 東京支店開設（１２．４）

・ OSF カスタネット稼動（１３．１）

・ 通信取引の開始（１３．１２）

・ 証券レポ取引の拡大

・ナスダック・ジャパン市場への対応（１２．６）

・顧客紹介キャンペーンの実施（１２．１１～１３．３）

・新規顧客開拓への取組み



（5）　平成１４年度の見通し

（単位：百万円）

営業収益 9,510 4,580

経常利益 △83 138

当期純利益 △14 150

平成１3年度実績

連　　　結 単　　　　体

平成１3年度実績平成１4年度見通し

6,200

600

300

平成１4年度見通し

4,200

400

250



(６) 経常利益の予想と実績（通期・単体）

665

851

1026

286

700 700 700

900 900 900

1100

700

350

750

250

400

138

0

500

1,000

1,500

2,000

９年５月 １１月 １０年３月 ５月 １１月 １１年３月 ５月 １０月 １２年３月 ４月 １０月 １３年２月 ３月 ４月 １０月 １４年３月 ４月
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
円百万円

平成
9年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度

予想
実績

日経平均

１４年度

日経平均



．最近のトピックス

（１）コムストックローン（通信取引）の開始

　①概　要

〇　貸付先：個人

〇　限度額：3,000 万円

〇　担保有価証券：証券保管振替制度を利用

〇　借入手続：郵送またはＦＡＸ

〇　実施日：平成１3 年 12 月３日



本支店所在地９２%

本支店所在地６２%

本支店所在地３９%

②顧客数の地域別分布（平成１４年４月３０日現在）

既　存　取　引

コムストックローン    （貸出実績   ）

コムストックローン    （照会件数   ）

（注）本支店所在地とは近畿２府４県および広島県を指す

その他

８%

その他３８%

その他６１%



　(２)空売り規制と信用・貸借取引制度の見直し

    ①空売り規制の強化                

                                      〇明示・確認義務（施行令26条の３）

                                          信用取引の適用除外規定を削除

        空売りの規制                      　　　　　（平成１４年２月２０日実施）

       （証取法162条第１項）

                                      〇価格制限（施行令26条の４）

                                          ｱｯﾌﾟﾃｨｯｸﾙｰﾙへの移行

                                          　　　　　（平成１４年３月６日実施）

    ②信用・貸借取引制度の見直し                

       〇貸株利用等に関する注意喚起通知の機動的な実施（平成14年2月4日実施）

       〇貸借取引貸株料の新設（平成14年５月７日実施）



③貸株料のスキーム          

           1.15%                                                      1.35%

        新規に設定          金利の流れ

(注)投資家が証券会社に約定代金に対して支払う金利は自由化されており、異なるｹー ｽもある。

証券金融会社

証券会社 証券会社

売り方 買い方

0.6%（市中金利

0.1%に 0.5%上乗

せ）

0.4%（金利動向で

証券金融会社が

変更）

売り方は通常金利

を受け取るが、超

低金利のため現在

はゼロ

(注)４月23日付 日本経済新聞



（３）ＯＳＦカスタネットの拡充、大証WANとの提携

　　　〇　一般貸株に加え、貸借取引も対象化（平成１４年３月４日）

　　　

　　　〇　大証ＷＡＮ経由での取引の可能化（平成１４年３月１１日）

大証ＷＡＮ
専用ネットワーク(VPN)

インターネット網

ＰＣ

ＰＣ

ＯＳＦ
カスタネット

【貸借取引ｼｽﾃﾑ】
一般貸株ｼｽﾃﾑ

(大証金)

(取引先)

貸借取引申込

取引明細
貸株超過状況等貸借取引情報

大証ＷＡＮ

(大証)

(取引先)



(４) ナスダック・ジャパン市場における貸借取引の推移

平成 12. 9 末 平成 13. 3 末 平成 13. 9 末 平成 14. 3 末

   上 場 銘 柄 数           ２８ ４９ ６９ ９１

うち
  貸 借 銘 柄

２ ２ 6 １０

貸借融資銘柄 ２６ ４７ ６３ ８１

百万円 百万円 百万円 百万円

貸借融資残高 ５５９ ５６６ ７８１ ３，５４３

貸借貸株残高 ５ １ １ ０

  （注）残高は各月末現在
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